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※ 「多文化共生社会」とは、グローバル化の進展の中で、国籍や民族などの異

なる人々が、互いの文化的な違し与を認め合い、 i地方創生に向けて協働してい

る社会を指すものとします。

※ 「外国人住民」という言葉は、本来外国籍の住民を意味しますが、この指針

では、日本への帰化等により日本国籍を取得した外国人やその家族等、文化

的背景やルーツが外国にある人々も含むものとします。

※ 年の表示は、西暦を基本として、和暦を併記しています。
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第 I章指針の基本的な考え方

, 外国人住民を取り巻く現状

( , ）グローパル社会の進展と急速な少子高齢化を受けての多文化共生社会

グローパル化や情報通信技術の進展に伴い、人・モノ・金・情報やさまざまな文化－

価値観が国境を越えて流動化しつつあり、先行きが不透明な社会に移行しています。

そうしたなか、 2015（平成27）年6月に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂2015一

未来への投資・生産性革命一Jでは、「外国人材の活用」として、高度外国人材の受入れ

促進のための取組強化や、留学生のさらなる受入れ加速化と留学後の活躍支援強化、

I T ・観光等の「専門的・技術的分野Jにおける外国人材の活躍促進等に取り組むこと

としています。

また、 2016（平成 28）年に三重県で開催する伊勢志摩サミット、 2020（平成32）年の

東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、日本社会において外

国人住民に対する意識が変わることで、外国人住民が地域の担い手となることに対する

期待が高まるものと考えられます。

．さ・らに、企業の社会貢献活動やNp Oの役割の．増大など市民社会の成熟により、さま

ざまな主体による多様な活動が進められるようになってきました。

一方で日本のム口減少およーωヰ高齢ー化問題ーは深刻二'(J_あ」5ん＿j;也域社会長お」持急激与一一一一
人口減少、それに伴う地域の活力の低下が懸念されています。

このような状況のなか、さまざまな国の多様な職種の外国人が日本に在住し働くこと

が見込まれ、外国人住民が持つ異なる視点が、新たな地域の活力となったり、新商品の

開発等に貢献したりすると考えられますが、そうした視点の重要性が、社会ではまだ十

分に認識されているとは言えません。また、外国人に対する理解が進んでいると思われ

る反面、へイトスピーチと呼ばれる特定の民族や国籍の人びとを排斥する差別的なデモ

活動等、依然として外国人に対する偏見や差別等が存在し、誤解や偏見が払しょくされ

ているとは言えない状況も見受けられます。



指針の基本的な考え方

( 2 ）三重県の外国人住民

県内の外国人住民数は、 2008（平成20）年をピークに 5年連続で減少していましたが、

2014 （平成26）年末には41,251人と 6年ぶりに増加しました。県内総人口に占める外国

人住民の割合は 2.22%で、全国的にも高い割合です。国籍別住民数では、 1996（平成8)

年以降ブラジルが最も多いですが、 2008（平成 20）年以降は減少しています。一方、フ

ィリピンを中心に東南アジア諸国は増加を続けています（図 1）。

（図1）「三重県外国人住民国籍別人口調査」（三重県環境生活部多文化共生課）
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三重県の特徴として、在留資格別では永住者の割合が高いこと（図2）、年齢別では年

少人口の割合が高いことがあげられます。
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（図2）法務省大国管理局「在留外国人統計」を基に作成
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2014 （平成26）年12月末現在の法務省入国管理局「在留外国人統計」によると、三重

県の永隼者－－－＇－－－定住者－＇－－＇梓別ー永生呑隼 lま会一わtヱー約－25－%とー全国的にる高し割合二5オ二。と一一一一
りわけ、ブラジル人やフィリピン人にあっては、永住者として在留するものが、ブラジ

ル人約 65%、フィリピン人で約 44%となっています（表1）。その中には、住宅を購入

したり、親族を呼び寄せる動きも見られます。

〈表1) 
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2015 （平成27)，年 1月1日現在の総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及

び世帯数」では、県内の外国人住民の人口に占める生産年齢人口（15～64歳）の割合は

82. 46%、年少人口（～14歳）は 12.-88%（全国2位）と高い状況で、働き盛りの子育て

世代が多いのが特徴です。

（表2）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より

三重県の年齢階級別人口（27.1. 1現在）
日本人住民 外国人住民

年少人口（0歳～14，歳） 239,059人（ 1 3. 1 4 %) 5' 2 7 3人〔12. 8 8 %) 
全面平均 72. 93% 全国平均 8. 83% 

生産年齢人口（15～64歳） 1,084,257人（59.61%〕 33,758人（82. 4(3%) 
全雷平均 6 7‘ 77% 全雷平均 84. 79% 

老年人口（65歳～） 495,5'26人（27. 24%〕 1' 9 0 6人（ 4. 6 6%〕
全密平均 25: 90% 全国平均 6. 989百

合計 1, 818,842人 4 0, 9 3 7人

文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成26

年度）」によると、日本語指導が必要な児童生徒数はし 920人（全国 5位）と多いのが

現状です。

（表3）文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

日本語指導が必要な外国人児童生徒
小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校 合計

、問、一…－叩咽ー

年度 児童数 i 学校数 生徒数 ！ 学校教 生能動 学校数 生徒数 学校教 生提数 ！ 学校数 児童生能動i学牧数
平成19年度 998 i 119 305 i 48 98 15 。 。 4 

平成20年度 1,128 ! 125 358 ! ' 58 127 15 。 。 4 

平成22年度 1,094・ 138 407 ! 62 138 16 。 。 12 ! 4 
平成24年度 1,091 i 140 417・ 55 176 20 。 。 16 ! 6 
平成2.6年度 1,213 I 139 60 222 19 。 。 6 

（図3）日本語指導が必要な外国人児童生徒数の推移（三重県教育委員会調べ）

三重県内の公立小中学校及び県立学校に在籍する
日本語指導が必要な外国人児童生徒数の年次推移
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県内の外国人住民の中には、地域社会の役に立ちたいとの意欲をもっている人がいま

す。‘しかしながら、日本語が堪能でない、日本人と交流する機会が少ない、地域社会の

受入れ環境が整っていないなどの理由から、外国人住民の力が十分に発揮されていない

状況があります。外国人住民間の情報や経済的な格差の広がりや、日本語指導の必要な

日本国籍の児童生徒が増加しているなど、さまざまな分野で新たな課題が出てきていま

す。
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2 めざすべき「多文化共生」の地域社会像

外国人住民を取り巻く環境の変化や社会情勢の変化を受けて、めざすべき「多文化共生」

の地域社会像を次のとおり定めました。

0 文化的背景の異なる住民が、地域社会を一緒に築いています。

外国人住民を含む地域住民が、それぞれの文化的背景を理解し、お互いの文化を尊重す

るとともに、正しい人権意識に基づく、差別や偏見のない環境のもとで、地域社会を一緒

に築いています。

また、地域社会を一緒に築くことで、多方面で活躍する多様な人材が育つとともに、グ

ローパルな視野を持つ人材や文化的背景の異なる住民による地域づくりをコーディネート

できる人材が育っています。

0 地域の課題解決に、文化的背景の異なる人びとの共生から生まれる活力

が生かされています。

地域社会において、文化的背景の異なる人びとの協創・協働により、新しい発想が生ま

れることに気づくとともに、それを生かして地域の課題解決に取り組んでいます。

また、行政、大学、企業や各種団体等が地域社会の中で協働して、新たな発想、により地

域の課題解決に取り組んでいます。

jこうした取組を通じて、地域社会の課題の解決が進み、外国人住民を含む全ての住民の

幸福感が高まっています。

、
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3 新たな指針の策定と計画期間

( 1 ）三重県における国際化の推進と新たな指針の策定

木県の外国人登録者は、出入国管理及び難民認定法が改正された1Q90年代以降、ブラジ

ル、ペルーなどの南米出身者を中心とする日系外国人やアジア出身の外国人が急増しまし

た。このような状況のなか、国籍や民族などの異なる人びとが、互いの文化的違いを認め

合い、対等な関係のもとで地域社会の構成員として安心して共に生きていける多文化共生

社会を築いていくことをめざし、 ）2007 （平成19）年3月に、 「三重県国際化推進指針（計

画期間・平成19～22年度）」を策定しました。

その後、急激な経済環境の悪化に伴い、不安定な雇用形態にあった外国人労働者の失業

が増加しました。帰国支援事業等で帰国した人びとがいる一方、圏内に残った外国人住民

は、住居、教育、医療等さまざまな分野で深刻な課題を抱えることとなりました。

外国人登録者が減少する一方で、永住者、学齢期人口（7歳から15歳まで）は大幅！こ増

加するなど、外国人住民が永住者として在留する傾向が鮮明となりましだJ

こ＿＂） L,た社記事克の真化生国際北推進：施集の成果ーと一課ー患を〕ふまえ「20-1-1(4成23－）一年3一一一一

月に同指針を改訂しました（「三重県国際化推進指針（第一次改訂） （計画期間．平成23

～26年度）」（以下「現指針Jという））。※後に27年度まで延長

2012 （平成24）年4月に、長期的な視点から、三重のあるべき姿を展望し、県政運営の

基本姿勢や政策展開の方向性を示した、おおむね10年先を見据えた県の戦略計画「みえ県

民力ビジョン」（以下「ビジョン」という。）を策定しました。本県では、外国人住民が地

域社会の一員として、その能力が十分に発揮できるよう環境を整備し、さまざまな主体と

連携して多文化共生社会づくりの実現をめざすこととしています。これまで、ビジョンと

現指針に基づ、いて、多文化共生施策を推進し、一定の成果を得ることができました。．

グローバル社会の進展、急速な少子高齢化とそれに伴う地域の活力の低下など、近年、

県内の外国人住民を取り巻く環境も大きく変化していると考えられます。今後「多文化共

生」の重要性が一層増すと考えられることから、めざすべき「多文化共生Jの地域社会像

を見据え、現指針の成果と課題をふまえつつ、新たな視点で「三重県多文化共生社会づく

り指針」を策定することとしました。
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( 2 ）「三重県国際化推進指針（第？次改訂）」の主な成果と残された課題

現指針に掲げた取組の主な成果と残された課題を整理すると次のとおりです。

① コミュニケーション施策の推進

外国人住民が円滑に生活できるよう、日本語の学習機会を提供するなどの支援や多言語

ホームページによる情報提供、各種相談窓口の設置を進めました。

日本語によるコミュニケーションが困難な外国人住民にとっては、言葉の壁が地域社会

に参加する障壁になっていることから、地域の日本語教室で活動する日本語指導ボランテ

イアの支援に引き続き取り組むことで、地域社会に参加・参画しやすい環境づくりを進め

ることが必要です。さらに、日本語指導ボランティアやNp O等の支援者には、外国人住

民が地域社会の一員として活動するにあたって、外国人住民と地域とをつなぐコーディネ

ーターの役割を担っていただくよう働きかけていくことが必要です。

② 生活支援

外国人住民の居住・教育・労働環境・医療・保健・福祉・防災等生活全般について、支

援体制の整備等に取り組みました。外国人住民は永住者として在留する傾向にあることか

ら、 l教育、防災、医療、国籍による就労の制限等さまざまな生活場面で新たな課題が出始

めています。さらに、情報の不足、言葉の問題や外国人受入れに関する制度の不備等から、

高齢化に伴う問題、孤立化、子どもや若年層の貧困等、さまざまな問題が、より深刻な状

況となる可能性があります。外国人住民が安心して地域社会の一員として暮らせるように

するためには、外国人住民が抱えるこうした課題の解決に向けて取り組んでいく必要があ

ります。

③ 多文化共生の地域づくり

市町、市町国際交流協会、経済団体、 Np Oなどさまざまな主体が連携して、多文化共

生の啓発イベントを開催しました。また、外国人住民に地域住民としての自覚や地域活動

への参加を促すために、多言語ホームページで、自治会の仕組みゃ地域の防犯活動などの

各種活動を紹介しました。少子高齢化が進むなか、外国人住民を支援が必要な者としてで

はなく、地域社会の一員としてとらえ、外国人住民の意見を地域づくりに反映させる仕組

みを整備するなど共に地域社会を築いていける環境づくりが必要です。
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第I章指針の基本的な老え方
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( 3 ）新指針の計画期間

この指針は、「みえ県民力ビジョン」をふまえ、本県が取り組むべき多文化共生の社

会づくりについて、行政、大学、企業や各種団体等のさまざまな主体が取り組む方向性を

示すものです。「みえ県民力ビジョン」第二次行動計画ιの整合を図るため、本指針の計
画期間を2016（平成28）年度から 2019（平成31）年度までの4年間とします。

‘ 
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第 E章 一緒に築く地域社会をめざして

1 ．「多文化共生」の強みを生かすための視点

外国人住民が永住者として在留する傾向が高まるなか、文化的背景の異なる人びとが互

いの文化的違いを尊重し、協働することで多様怠視点や新しい発想が生まれます。文化的

背景の異なる人びとが、地域社会の一員として新。しい発想を生かしで課題解決に取り組むー

ことで、地域の活性化につながります。

特に、外園、人住民を支援が必要な者としてではなく、地域社会を構成する一員としてと

らえることが大切です。また、外国人住民は、日本とルーツである固との懸け橋になり得

る人材であり、相互の関わりは、日本人にとっても、グ白ーパル化に対応できる人材の育

成を図るうえで、有益な経験となります。

① 「違いを乗り越える」から「違いを生かす」への発想の転換

言葉の壁、生活留慣の違い等からくる困難に対応する外国人住民への生活支援施策にお

いては、「文化の違いを乗り越える」ことが重要でしたが、これからは、「違いを生かす」

ことへ発想を転換し、新たな価値の創造をめざします。

また、文化的背景の異なる人びとの活力を、地域住民との協働に生かします。

② 「アクテイブ・シチズン」としでの社会への参画

外国人住民も、自立し、行動する県民（アクティブ・シヂズン）として、積極的に社会

に参画することを促します。今般の人口減少社会においては、文化的背景の異なる人びと

の多様な視点によりI、地域を見ることで新たな地方創生を図ることができます。

③ E恵関係の構築
外国人住民を含む地域住民が対等な関係で互いによい影響を与えあえる状況をつくっ

ていくことで、地域の活性化と人びどの幸福度の向上に繋げます。

-10【
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院綜開制非閑＃お判将判官符材開ね将ね非同判明判明認ねね＋！胡将お判明お将将＃間期拝tl宇＃＃＃帯＃詳報ヰ報担＋！＋！判ヰヰヰ昨t＋！＋！才＃件限期1+11非時梓将mヰロね端端午＝梓拝＝羽

2 一緒に築く地域社会をめざしての展開方向

( 1 ）課題解決に向けた「多文化共生」がもっ力の活用

これまで三重県内で取り組まれてきた多文化共生推進施策の多くは、外国人住民の生活

支援に主眼が置かれてきました。その取組においてば、文化的な違いは乗り越えるべき壁

としてとらえられてきました。文化的背景の異なる人びとの共生から生まれる活力を地域

の課題解決に活用するため、文化的な違いを新たな発想が生まれる源泉ととらえ施策を展

開していきます。 ー

また、文化的背景の異なる人びとが、一緒に地域社会を築いていける環境づくりに取り

組みます。

( 2 ）情報や学習機会の提供

① 外国人住民への多様な情報提供

外国人住民に対して、生活情報だけにとどまらず、県内外での成功事例や県内で活動

する市民団体等、地域での課題解決に役立つ情報を多言語で発信していきます。併せて、

地域で活躍する外国人住民の情報も発信することで、文化的背景の異なる人びとによる

協働を進めていきます。

一一一一②一文j七段違比是正多様他を単7J_あ－？~機会ーの一提一供

日本人住民と外国人住民相互、日頃接することが少ない外国人住民同士の理解を促進

する機会を提供していきます。

文化的背景の異なる人びとによる地域づくりをコーディネー卜できる人材を育成す

るため、外国人住民を含めた地域住民が学びあう機会を提供し、地域課題解決のための

ネットワーク構築に向けた学びとしていきます。

③ 地域の魅力の多言語での発信

三重県をよく知る外国人住民との協働で発信することにより、単なる言語の通訳では

なく、文化の通訳を含めた情報を発信し、より深く三重県や地域の魅力を伝えていきま

す。外国人住民との協働により、地域の新たな魅力の発掘など、地域の活性化と文化的

背景の異なる人びとによる地域づくりを進めます。

A
1
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第E章一緒に築く地域社会をめざして
隊出磁珊t出枇位証問問若頭部ま詰m脚部lllI関紙府首鼠前＃蕊証邸醜怒蕊蕊磁蕊認証低lit世自胡財問問批開成総統臨澄滋Il開部Il葺穏詰盟問

( 3 ）基盤となる安全で安心な生活への支援

現指針の主な成果と残された課題をふまえ外国人住民の生活支援に取り組むとともに、

永住者として在留する外国人住民が増加すること等から生じる、新たな課題への対応も行

っていきます。

これまで三重県内で取り組まれてきた多文化共生推進施策により、外国人住民が多く

在住する市町を中心に、日常的な生活支援が行える体制が整ってきています。災害時の外

国人への対応や医療通訳の育成・配置といった、広域で解決すべき課題への対応を中心に

安全で安心な生活ヘの支援を行っていきます。

また、県内市町の先進的な事例を他の県内市町へ展開するなど、県内市町の連携強化に

取り組んでいきます。

( 4）展開に不可欠なさまざまな主体との連携

これまでの取組においても、園、県内市町、他都道府県、大学・企業・各種団体等との

連携で施策、を進めてきましたが、今後はより広域的かつ幅広い分野での連携の拡充・強化

を図っていきます。特に、医療、福祉、防災など分野を越えた多様な主体との連携を推進

していきます。
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第E章一緒に築く地域社会をめざして
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、3 推進に向けての評価と検証

( 1 ）目標値の設定による進捗管理（※ 現在、第二次行動計画を策定中）

めざす姿の実現に向けて着実に進捗できるよう、本指針における数値目標を次の 項目

と定め、多面的な視点から施策の達成度を確認します。

目標項目 現状値 目標値

2015 （平成27）年 2019 （平成31）年

課題解決に向けた「多文化共生」が

もつ力の活用

2 情報や学習機会の提供

2. 1外国人住民への多様な情報提供

，， 

2. 2文化の違いや多様性を学びあう

機会の提供

2目 3地域の魅力の多言語での発信

’与

3 基盤となる安全で安心な生活への支援 ' 

4 展開に不可欠なさまざまな主体との

連携

( 2 ）三重県多文化共生推進会議による毎年の評価と検証

本指針を着実に推進していくため、各施策の進捗状況等を把握し、適切に進行管理を行

います。また、進捗状況の結果については、三重県多文化共生推進会議において評価と検

証を行うとともに公表します。

具体的には、本指針に掲げた施策の実施状況等を毎年とりまとめ、ホームページなどで

公表します。また、公表を通じていただく意見をもとに、今後の施策の進め方について必

要な見直しを行うなど、評価・改善のサイクルを回していきます。

3
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第E章多文化共生の社会ヲくりに向けた施策の展開
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第E章。多文化共生の社会づくりに向けた施策の展開
※（）内の部名は、主に取り組む部を記載しています。

1 .課題解決に向けた「多文化共生」がもっカの活用

｜【主な取組内容】 l
( 1 ）外国人住民の意見を地域づくりに反映する仕組みを構築じます。

0 文化的背景の異なる住民が、一緒に地域づくりを進めるため、外国人住民が地域

住民の一員としての認識を持ち、責任を果たしていく土壌をつくるととも民、外

国人住民の意見を地域の取組に反映させる「三重県外国人住民会議（仮称）」など

の仕組みを導入じます。（環境生活部）

( 2 ）多文化共生社会づくりに必要な人材を育成します。

0 少子高齢化が進むなか、地域の活性化をはがり、地域社会を支える人材として外

国人住民が活躍できる土壌をつくるため、多文化共生に取り組むNp O、市町国

d際交流協会等と連携して、外国人住民と地域をつなぐ、コーヂィネート機能を充

実します。（環境生活部）

0 留学生は多文化共生のキーパーソンとして、特に外国人留学生は、卒業後の木県

の企業活動における有望な人材としても期待されることから、引き続き留学生へ

の支援を行います。（環境生活部）

O ’多文化共生や国際交流等の分野において、地域住民がボランティア活動へ参加し

やすい環境づくりを進めます。（環境生活部J

【数値目標】

2015 （平成 201.6 （平成 ~017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27)年 28）年 29）年 30）年 31）年

〔現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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第E章多文化共生の社会づくりに向けた施策の展開
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2 情報や学習機会の提供

2. 1 外国人住民への多様な情報提供

｜【主な取組内容】｜

( 1 ）多言語での情報提供を進めます。

0 外国人住民が地域社会の担い手となるために、地域の課題や取組について、多言

語で情報提供を行う必要があります。こうした情報を容易に入手できるように、

各種メディアを活用した多言語による情報の提供を進めます。（環境生活部）

0 特に、ホームページなど外国人住民にも伝わり易いメディアを活用し、映像情報

を併せて分かりやすく提供します。（環境生活部）

0 外国人住民が地域での活動を取材発信する取組を進め、外国人住民が地域の担い

手となるための環境づくりに取り組みます。（環境生活部）

( 2 ）地域で活躍する外国人住民の情報を発信します。

0 外国人住民を含めた地域住民による、先進的な地域課題解決の取組を紹介するこ

とにより、文化的背景の異なる人びとによる協働を進めていきます。

G環境生J舌一部主

【数値目標】

2015 （平成 2016 （平成 2017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27）年 28）年 29）年 30）年 31）年

（現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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2. 2 文化の違いや多様性を学びあう機会の提供

｜【主な取組内容】｜

( 1 ）文化的理解も含めた日本語学習の支援を行います。

0 外国人住民が地域の担い手となるためには、日本社会の文化や習慣に対する理解、

日本語の習得が必要です。地域の日本語教室で、日本語に加えて日本文化や習慣

についても学ぶこ lとができるような取組を進めていきます。（環境生活部）

0 日本語指導ボランティアには、地域と外国人住民を結びつける役割が期待される

ことから、日本語教室と地域との連携に向けた取組を進めていきます。

（環境生活部）

( 2 ）多文化共生にかかる啓発を行います。

0 外国人住民が地域の担い手となるためには、地域で活躍する人びとの理解が重要

であることから、行政、大学、企業や各種団体等の多様な主体と連携し、多文化

共生め意識の浸透を図ります。（環境生活部）

0 外国人住民が地域の担い手となるために、文化的背景の異なる地域住民との連携

が促進される取組を進めます。（環境生活部）

( 3 ）やさしい日本語の研修・啓発による普及に努めます。

0 三重県内には、多くの国籍、言語の外国人住民が在住していることから、外国入

住民と日本人住民の相E理解、文化的背景の異なる住民が地域社会を一緒に築い
ていくため、やさしい日本語によるコミュ二ケーションの普及を進めます。

（環境生活部）

( 4）国際交流の機会などを通じて国際理解を促進します。

0 多文化共生や国際貢献を推進するキーパーソンとなる教職員やNp O等の職員を

対象とした国際理解研修を実施します。また、国際交流員が学校・地域を訪問し、

教育の場や地域での国際交流、異文化理解の醸成を進めます。 （環境生活部）

0 外国人と日本人が、学校や職場等の社会のさまざまな場面においておEいの違い

を尊重し合い、学びあい、相Eに協力する雰囲気を育むことができるよう、異文

化理解や地球的視野の拡大、人権感覚の酒養等、国際理解等に関する教育・啓発

を一層推進します。 （教育委員会）
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0 外国人児童生徒の持つ言語や文化等の多様性を生かし、異文化交流や相互理解の

ための教育を推進します。 （教育委員会）

0 国際理解を深めることを目的とする県民や外国人住民の企画する国際交流イベン

卜を県として積極的に後援し、県民等の国際理解を促進します。

（環境生活部、雇用経済部）

【数値目標】

2015 （平成 2016 （平成 2017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27）年 28）年 29）年 30）年 31 ）年

（現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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2圃 3 地域の魅力の多言語での発信

｜【主な取組内容】｜

( 1 ）文化の通訳を含めた情報を発信します。

0 外国人住民は日本人とは異なる文化を有することから、三重の新しい魅力を発見す

ることや母語で情報を発信することで、国内外に三重県ファンが増えることが期待

できます。このため、ホームページ等を活用して、外国人住民による、母語での「三

重の魅力」の発信に取り組みます。（環境生活部）

0 外国人住民の視点を取り入れて、外国人に伝わりやすい形で情報発信を進めていき

ます。（環境生活部）

( 2 ）地域の新たな魅力を発掘1します。

0 文化的背景の異なる人びととの協働により、地域の新たな魅力の掘り起こしを行い

ます。（環境生活部）

0 外国人留掌生や外国人住民等の三重県をよく知る人びとからより深い地域情報を

発信し、海外での三重県の知名度向上に取り組みます。特に、みえ国際展開に関す

る基本方針において、本県が重点的に関係を深めたい国・地域については、関係課

と連携して、重点的に本県の知名度向上に取り組みます。

（環境生活部、雇用経済部）

【数値目標】

2015 （平成 2016 （平成 2017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27)年 28）年 29）年 30〕年 31)年

（現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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第E章多文化共生の社会づくりに白けだ施策の展開
時判芋Ill特有字情＃＃相手純明開将将おおお判明材拝+11"1符帯問符ロね非開1おおおお1ヰ相拝沼田将割符問将ねね期端将－問問問相暗将掛字削＃＃＃判明開災都出羽耳帯評将将司君

3 基盤となる安全で安心な生活への支援

l【主な取組内容】｜
( 1 ）外国人住民に対する生活支援に取り組みます。

0 県内市町の先進的な取組を、県内の他の市町へ展開できるような仕組みづくりに取

り組みます。（環境生活部）

0 外国人住民の生活全般にわたるさまざまな相談に対応するため、市町では配置が難

しい少数言語も含めた多言語による相談窓口を設置します。また、外国人相談窓口

担当者等を対象とした研修会を実施し、県内各地域での外国人相談窓口での機能の

充実を図ります。（環境生活部）

0 外国人住民の生活を円滑でより豊かなものとするため、公営住宅をはじめとする

日本の居住に関する慣習等について、多言語による情報提供、地域の生活ルールを

学ぶ機会づくり等を進めるとともに、入居差別が行われないよう行政、 Np O、不

動産関係事業者等が一体となった取組を推進します。（県土整備部〉

0 雇用ニーズに対応した外国人住民への職業訓練を実施します。また、外国人住民に

対する労働相談体制を整備します。（雇用経済部）

O 愛知・岐阜・三重県及び名古屋市で定めた「外国人労働者の適正雇用と日本社会へ

の適応を促進するための憲章Jを普及することを目的とするセミナーを開催するな

占三、外国人身働春の適－ilic雇ー用や多去L化共生の推進ιヨーい二写τ一県内企ー業lユ働きかl寸弓←一一一ー
す。また、留学生等の外国人住民が県内企業に就職することを支援します。

（環境生活部）

0 市町 ・NPO等と連携して、医療通訳制度の利用促進に取り組みます。医療通訳の

人材育成に努めるとともに、医療機関等と連携して取り組みます。（環境生活部）

0 社会保険への加入の啓発や多言語対応が可能な医療機関に関する情報提供、医療通

訳の利用システムの活用などを進め、普及を拡大させるとともに、保健福祉サービ

スの多言語化に取り組みます。（健康福祉部）

0 大規模災害発生時に外国人住民の支援等を行うため、各種事業に取り組むほか、「み

え災害時多言語支援センター」の設置・運営について関係機関と十分な協議を行い、

外国人住民の支援体制の構築に取り組みます。また、外国人住民が災害時に地域社

会を支える側へと活動の場を広げることができるよう取り組みます。（環境生活部）

0 外国入住民の安全で安心な生活を支援するため、気象情報を多言語により提供しま

す。（防災対策部）

0 県内に住む外国人住民の消費者トラブルの未然防止に取り組みます。（環境生活部）

0 外国人住民が日本社会に適応し、安心して快適に暮らすことができる共生社会の実

現に向けて、日本の法令やルールなどの情報提供に取り組みます。（県警本部）
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第E章多文化共生の社会づくりに向けた施策の展開
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( 2）外国人児童生徒教育を推進します。

0 来日後間もない外国人児童生徒に対する教育の充実を図るため、初期指導教室の設

置等、市町が行う初期の日本語指導や学校生活への適応指導等を支援します。

（教育委員会）

0 外国人児童生徒への日本語指導や学校生活への適応指導の一層の充実を図るため、

外国人児童生徒巡回相談員を学校に派遣します。 （教育委員会）

0 外国人児童生徒の学力育成および社会参画力の育成のため、日本語で学ぶ力の育成

をめざしたカリキュラム（ JSしカリキュラム）の考え方を基にした授業実践の研

修を行い、効果的な指導の推進に取り組みます。 （教育委員会）

0 日本語指導が必要な外国人児童生徒や保護者等が、学校制度や職業について理解を

深め、夢や目標を持って学校での学習や日本語、母国語の習得に意欲的に取り組む

ことができるよう、キャリアガイド（多言語の職業案内の冊子と外国人の先輩のメ

ッセージを紹介する DVD）や、三重県情報提供ホームページ CMi e, Info) 

での情報提供を進めます。 （環境生活部）

0 県内のブラジル入学校等との連携を進めます。 （環境生活部）’

【数値目標】

2015 （平成 2016 （平成 2017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27）年 28）年 29）年 30）年 31）年

（現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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第E章多文化共生の社会づくりに向けた施策の展開
符間1+11+1111111材＃＃梓m判lmlmlllm:i碑非同＃開＃＃＃ヰi柑＃廿時間科抑制＃特宇t:t:mti将期開将将判開城＃＃＃判m判明間お将梓昨俳持柑下降附柑有評判宇防相11禁制

ノ

4 展開に不可欠なさまざまな主体との連携

0 外国人住民を含む多様な主体で構成する「三重県多文化共生推進会議」を開催し、

県の多文化共生社会づくり施策についての意見を集約し、諸事業を実施していくう

えで反映していきます。（環境生活部）

0 県内の集住都市で構成する F三重県市町多文化共生ワーキングj を核として、県お

よび市町の施策に関する情報交換を行うとともに、共通の課題に協働して取り組み、

県、市町における多文化共生社会づくり施策の充実をはかります。（環境生活部）

0 地域で生活する外国人住民による「三重県外国人住民会議」（仮称）を開催し、地域

社会を一緒に築くための意見を集約します。（環境生活部）

0 諸事業の実施や啓発イベン卜等を企業やNp O、市町等と協働で行うことにより、

さまざまな主体との連携を進めていきます。（環境生活部）

【数値目標】

2015 （平成 2016 （平成 2017 （平成 2018 （平成 2019 （平成
27）年 28）年 29）年 30）年 31)年

（現状値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）
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「三重県防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（仮称）J

（中間案）

第1 はじめに

1 ガイドライン策定の目的

三重県では、誰もが安全に安心して暮らせるまちを実現するため、「犯罪のない

安全で安心な三重のまちづくり条例（平成16年条例第2号。以下「条例」という。）J 

に基づき、県、県民、事業者及び市町並びに関係団体が相互に連携協力して犯罪

のないまちづくりを推進しており、その具体的方策を示した「条例に基づく指針j

においては、具体的方策の1っとして防犯カメラの設置を促進しています。

防犯カメラは、犯罪抑止に有効であることから、商業施設や金融機関、駐車場

等でその設置が進んでいますが、その一方で、承諾のないまま自分の容姿を撮影

されることや、防犯カメラで撮影された画像データ（音声を含む）（以下「画像デ

ータJという。）の取り扱い等に不安を感じる県民の方々もいます。
そこで、三重県では、防犯カメラの有効性とプライパシーの保護との調和を図

り、防犯カメラに対する県民の不安を緩和することを目的に、防犯カメラの設置

及び運用に際して最低限配慮すべき事項をとりまとめた「三重県防犯カメラの設

置及び運用に関するガイドライン（以下「ガイドラインJという。）j を策定しま

じた。

防~jB-)iJチヲを知生設置・運用 b--~v一、るで叉ほそれyカ込ら設置・琶凋さすじる皆さつ

は、このガイドラインや「個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法

律第57号）J等の法令に従って、防犯カメラの適正な運用に努めでください。

2 f防犯カメラ」の定義

このガイドラインの対象となる防犯カメラは、次の3つの要件をすべて満たす

カメラとします。

(1) 犯罪の防止を目的として設置するもの

※ 例えば、施設利用状況の把握や防災等を主目的とするカメラであっても、

犯罪を防止する目的を併せ持つカメラは対象となります。

(2) 不特定かつ多数の人を撮影するカメラで特定の場所に継続して設置するもの

※ 不特定かっ多数の人の通行を想定していない集合住宅（マンション、アパ

一ト等）の通路や、事業所・工場の敷地内等を専ら撮影する場合は対象とな

りません。

(3) 特定の個人を判別できる画像を表示する、又はその画像を記録する機能を有

するもの

1 



’第2 防犯カメラの効果

防犯カメラを設置・運用することによって、以下の4つの効果が期待できます。

1 犯罪の抑止 ) 

犯罪を行おうとする者に「見られているJという意識を植えつけ、犯行を思い

とどまらせることができます。

2 安心感の醸成

その場所を利用する人びとや地域住民に対して安心感を与え、犯罪に対する不

安感を緩和するニとができます。

3 事件＇ .事故の解決

事件や事故が発生した場合には、画像データが解決の手がかりとなることもあ

ります。

4 環境の整備

性犯罪やその前兆事案である声掛け・つきまとい事案等から子どもや女性を守

るための環境の整備につながります。

第3 防犯カメラを設置及び運用するために配慮すべき事項

1設置目的の明確化及び目的外利用の禁止

防犯カメラを設置する者（以下「設置者」という。）は、「犯罪を防止する。」等

の設置目的を明確に定め、目的を逸脱した設置及び運用を行ってはなりません。

2 撮影範囲、設置場所等

設置者は、防犯カメラを設置するにあたLつては、設置による防犯効果が最大に

発揮され、かっ、プライパシーに配慮した必要最小限の撮影範囲を設定し、防犯

カメラの設置場所、設置台数、撮影方向及び撮影方法を定あます。

カメラの角度を調整するなど、私的空聞が映り込まないようにし、私的空間が

映り込む場合は、その所有者・居住者等の同意を得るよう努めてください。

また、公道等に設置する場合は、必要に応じて、防犯カメラを設置しようとす

る公共空間の管理者の許可を得てください。

3 設置の表示

設置者は、撮影範囲の周辺、防犯カメラを設置する建物や施設の出入口等の見

やすい場所に、防犯カメラを設置していること及び設置者の名称や連絡先をわか

りやすく表示することとします。この表示によって、いわゆる「盗撮J行為では

ないことを明らかにするとともに、防犯効果をより高めることにもなります。

なお、防犯カメラの設置場所等から設置者が明らかな場合は、設置者の名称や

2 
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連絡先の表示を省略することができます。

※巻末に「防犯カメラ設置表示の作成例」を掲示しています。

4 管理責任者等の指定

設置者は、防犯カメラや画像データの適正な管理、情報の漏えい防止等に配慮

するため、管理責任者を指定することとします。

なお、管理責任者は、必要に応じて操作取扱者を指定し、防犯カメラの操作を

行わせることができます。

防犯カメラの操作や画像データの閲覧は、原則として設置者、管理責任者又は

操作取扱者（以下「設置者等jという。）のみが行うこととします。

5 秘密の保持

設置者等は、画像データそのものはもちろん、画像データから知り得た情報を

漏えいしたり、不当な目的のために使用しではなりません。このことは、l 設置者

等でなくなった後においても同様とします。

また、防犯カメラ及び画像デ｝タの管理、業務の運営に関する事務の全部又は

一部の委託を受けた事業者に対しても、画像データから知り得た情報の漏えいや

不当な使用をしない旨を契約事項に組み入れるなど、必要な措置をとることとし

ます。

6 蘭像データの適正な管理

設置者等は、画像デー究及びDVDやSDカード等の記録媒体の適正な管理を

図るため＼次の事項に留意じ、必要な措置を講じることとします。

(1) モニターや録画装置、記録媒体がある場所は、許可した者以外の立ち入り禁

止や施錠設備を施すなど、盗難及び散逸等による情報漏えい防止措置を講じる

こととします。

(2) 画像データの不必要な複写や加工及び転送、記録媒体の外部への持ち出しは

禁止しますιまた、記録媒体は、施錠のできる保管庫等に厳重に保管するとと

もに、記録媒体の管理台帳等を備え付けて適正に管理します。

(3) 画像データの保存期聞は、設置目的を達成する範囲で、必要最小限度の期間

とします。ただし、設置者等が事件 4事故の捜査のために特に必要と判断する

ときは、理由を明確にして保存期間を延長することができます。

(4）保存期間を経過した画像データは、速やかに初期化又は上書きするなど、確

実に消去じます。

(5) 記録媒体を処分するときは、物理的な粉砕又は復元のできない完全な消去等

3 



を行い、画像データが読み取れない状態にします。また、処分の日時、方法、処

分者等を確実に記録しておきます。 、

(6) 防犯カメラの構成機器をインターネットに接続し、又は無線を利用して運用

する場合は、コンビュータウイルス対策や不正アクセス対策等、情報漏えい防

止措置に十分な配慮をする必要があります。

'7 画像データの閲覧・提供の制限

(1) 画像データについては、次の場合を除き、設置目的以外の利用や第三者への

閲覧・提供を禁止します。

ア法令に基づ《場合

裁判官が発する令状、捜査機関からの照会（刑事訴訟法第197条第2項）、弁

護士からの照会（弁護士法第23条の2第2項）に基づく場合等をいいます。

イ 個人の生命、身体及び財産の安全確保その他公共の利益のため、緊急、かっ、
やむを得ない場合

行方不明者の安否確認、災害発生時に被害状況が撮影された画像データを提

供する場合等をいいます。

ワ 捜査機関等から事件・事故の捜査等のために画像データの閲覧要請を受け、

これに協力ずる場合

閲覧後に画像データを提供する場合は、上記アに基づく文書によることとし

ます。

エ 画像データから識別される本人の同意がある場合又は本人に提供する場合

閲覧・提供にあたっては、本人以外の者の画像を除去するなど、第三者の権

利やプライバシーを侵害することがないよう、細心の注意が必要です。

(2) 画像データの閲覧・提供にあたっては、相手先に身分証明書の提示を求める

など身分の確認を確実に行うとともに、閲覧・提供を行った日時、相手先、目

的・理由、画像内容等を記録し、提出を受けた文書等とともに保存しておきま

す。

※巻末に「画像データ提供記録書の例」を掲示してあります。

8 苦情等への対応

設置者及び管理責任者は、防犯カメラの設置・運用に関する苦情や問い合わせ

に対して、責任を持って誠実かつ迅速に対応し、適正な措置を講じる必要があり

ます。また、あらかじめ苦情・問い合わせ担当者を指定しておくなど、対応要領

を定めておくことが必要です。
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9 業務の委託

設置者は、防犯カメラの設置・運用を含めた施設管理業務や警備業務等を委託

する場合は、このガイドラインの各項目及び第4に示じた「防犯カメラの設置・

運用規程（例）Jの遵守事項を委託契約の条件にするなど、適正な運用を徹底しま

す。

10 保守点検と撤去

(1）保守点検

設置者は、防犯カメラが適正に作動するよう、定期的に保守点検を行うとと

もに、必要に応じて機器の更新を行うこととします。

あわせて、設置場所や撮影範囲が適正かなどの見直しを行うこととします。

(2) 撤去

設置者は、防犯カメラの運用を廃止する場合は、責任を持ってカメラや録画

装置等の機器及ひ官置表示を撤去します。

11 自治会等が防犯カメラを設置する際の留意点

－防犯カメラの設置基準については、全国的な統一基準等はなく、防犯カメラに

対する個人の考え方についても千差万別で複雑なのが現状です。また、防犯カメ

ラの購入費ぺ設置費はもとより、運用を継続するための維持・管理にも相当な負

担士一コラ叶がかかります7自ー治会等で防犯カヲラを設置す苛場合ーは7事前に地域

の住民等に対する説明会を開催するなど、設置に向けた合意形成は慎重に行うこ

とが大切です。

12 ガイドラインの活用

犯罪の防止を目的とする防犯カメラ以外のカメラであっても、特定の個人を識

別できる画像等を撮影している可能性がありますので、このガイドラインの趣旨

を踏まえ、プライバシーの保護等には十分配慮した取り扱いに努めてくださいρ

第4 設置・運用規程の策定

1 設置者又は管理責任者は、このガイドラインに基づき、防犯カメラの設置・運

用を適正に行うため、利用目的や利用形態に合わせ、次の事項等を盛り込んだ規

程を策定してください。

(1) 防犯カメラの設置目的

(2) 防犯カメラの設置場所及び設置台数、設置の表示

(3) 防犯カメラの管理責任者等の指定及び責務

5 



(4) 函像データの漏えい、滅失、改ざん防止等、適正な管理にかかる次の事項

0 記録媒体の保管方法

0 画像デ「タの保管期限、消去方法

(5) 画像データの利用及び提供制限

°(6) 苦情等への対応

（？） 保守点検

(8) その他必要な事項

.2 次の［防犯カメラ設置・運用規程〈例）Jを参考としてください。

ι 
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000 （設置者）防犯カメラの設置・運用規程（例）

1 趣旨

この規程は、個人のプライパシーの保護に配慮しつつ、次項に定める設置目的

を達成するため、 000（設置者）がムムム（場所・施設）に設置する防犯カメラ

の設置及び運用に関し必要な事項を定めることにより、その適正な設置・運用を図

るものとする。

2 設置目的

防犯カメラは、ムムム（場所・施設）における犯罪防止や事故防止のために設置

する。

3 設置の場所等

(1) 設置の場所及び設置台数

別紙配置図のとおり、ムムム（場所・施設）にO台の防犯カメラを設置する。

［※ 配置図には、カメラの位置、撮影方向を表示します。（別紙1 「防犯カメ

ラ等配置図の作成例」参照）］

(2) 設置の表示

一一一一一l一一一一防犯カヲラを設置す呑建物や施設の出大り口等の党やすれ栓置r「「防犯芳ヲ
ラ作動中」と記載した表示板を掲示する。表示板には設置者名、連絡先を記載す

ることとする。

［※ 施設の名称などから設置者名が明らかな場合は、設置者名等を表示しない

ことができます。（別紙2 「防犯カメラ款置表示板の作成例J参照）】

4 管理責任者等

(1) 000 （設置者）は、防犯カメラ及びこれにより撮影して記録した画像データ

等（以下「防犯カメラ等」という。）の適正な運用管理を図るため、管理責任者

を置く。

(2) 管理責任者は＊＊＊とする。

(3）＇管理責任者は、防犯カメラ等の操作を行わせるため、操作取扱者を指定してお

くことができる。

(4) 操作取扱者は・・・とする。

［※ 管理責任者だけが防犯カメラ等を取り扱う場合は、（3)(4）は不要です。］
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5 設置者等の責務

(1) 設置者、管理責任者及び操作取扱者（以下「設置者等」という。）は、この規程

の定めるところにより、防犯カメラ等の適正な運用を図玖、その設置目的を効果

的に達成するよう務めるとともに、防犯カメラに容姿を儀影された者の権利の保

，護を図らなければならない。

(2) 設置者等は、画像デ｝タそのも．のはもちろん、画像デ｝タから知り得た情報を

第三者に漏らしてはならない。設置者等でなくなった後においても同様とする。

6. 画像データ等の管理

(1) 保管場所

録画装置及び記録媒体の保管（場所）は保管庫（×××室）とし、管理責任者

が施錠を行うなど、盗難及び散逸の防止に努めて適正に管理する。

(2) 立ち入り制限等

録画装置及び記録媒体の保管場所以外の場所への持ち出しは、管理責任者が許

可した場合を除き禁止する。

保管場所には、 000（設置者）、管理責任者、操作取扱者及び管理責任者が

許可したもの以外は立ち入ることができないこととする。

(3）保存期間

画像デ｝タの保存期間は0日間とする。

(4) 画像データの不必要な複製及び加工の禁止

画像デ｝タの不必要な複製や加工を禁止する。

(5) 画像データの消去等

保存期間を経過した画像データは、上書き等により速やかに、かっ、確実に消

去することとする。

記録媒体を処分するとぎは、管理責任者を含めた複数人でt記録媒体から画像

データが完全に消去されたことを確認の上処分し、その日時、処分方法等を記録

する。

7 画像データの利用及び提供の制限

(1) 画像データは＼設置目的以外の目的のために利用しない。また、次の場合を除

き第三者に提供しないこととする。

ア法令に基づく場合

イ 個人の生命、身体及び財産の安全の確保その他公共の利益のために、緊急の

必要性がある場合

ウ 捜査機関等から事件・事故の捜査等のために画像データの閲覧要請を受け、

8 



これに協力する場合

エ 画像データに記録された本人の同意がある場合又は本人に提供する場合

本人に提供する場合の画像データ抽出及び個人情報保護に基づく画像デー，，

タ処理等にともなう費用は、請求者本人が負担するものとする。

(2) 画像データの閲覧 J提供にあたっては、相手先に身分証明書の提示を求めるな

ど身分の確認を確実に行うとともに、閲覧・提供を行った日時、相手先、目的・

理由、画像データの内容等を記録し、提出を受けた文書等とともに保存する。

［※ 別紙2 「画像デ｝タ提供記録書の例」参照］

8 苦情等への対応

設置者及び管理責任者は、防犯カメラの設置、運用及び管理に関する苦情や問い

合わせを受けたときは、誠実かつ迅速に対応することとする。

9 保守点検

防犯カメラの機能維持のため、 0か月ごとに保守点検を行うものとする。

附則

この規程は、平成 年 月 日から施行する。
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【防犯カメラ等配置図の作成例】
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